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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第１四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 648,019 2,468,279

経常利益 （千円） 229,276 840,631

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 146,075 536,118

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 147,532 527,406

純資産額 （千円） 2,854,511 2,706,978

総資産額 （千円） 3,221,126 3,285,323

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 14.23 53.39

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 14.13 52.68

自己資本比率 （％） 88.62 82.40

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成27年12月17日に東京証券取引所マザーズへ上場したため、第19期の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額は、新規上場日から第19期連結会計年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定し

ております。

４．当社は、第19期第１四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第19期第１

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は、平成27年10月20日付で普通株式１株につき1,000株の割合で、平成28年７月１日付で普通株式１株

につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたものと

仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を

算定しております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。なお、当社は、前第１四半期連結累計期間について四半期連結財務諸表を作成していないた

め、前年同四半期連結累計期間との比較分析は行っておりません。

 

（１）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、全体としては緩やかに回復しているものの、中国を始めとする

アジア新興国等の景気減速、英国のＥＵ離脱問題による影響により、先行きに対する不透明な状況が続いておりま

す。

　これに対し、我が国の経済は、雇用・収益の改善傾向が続き、緩やかに回復基調を維持しているものの、世界経

済の不安要素から、先行き不透明な状況が継続しております。

　このような状況のもと、旅行関連事業におきましては、国内及び海外の各メニューの直接連携を加速させること

で商品情報の拡充を図るとともに、ユーザー要望の強い空席表示対応商品を拡大し成約率を増加させ、収益率の向

上に努めてまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は売上高648,019千円、営業利益226,640千円、経常利益229,276千

円、親会社株主に帰属する四半期純利益146,075千円となりました。

　なお、当社グループの報告セグメントは単一セグメントであるため、セグメントの業績については記載を省略し

ております。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は3,221,126千円（前連結会計年度末比64,196千円減少）となりま

した。これは主に、売掛金が41,587千円増加した一方で、法人税等の支払いにより現金及び預金が112,839千円減

少したことによるものであります。

 

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は366,615千円（前連結会計年度末比211,728千円減少）となりまし

た。これは主に、法人税等の支払により未払法人税等が165,164千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は2,854,511千円（前連結会計年度末比147,532千円増加）となりま

した。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益146,075千円を計上したことによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,400,000

計 20,400,000

　（注）平成28年５月12日開催の取締役会決議により、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。これに伴い、提出日現在において発行可能株式総数は20,400,000株増加し、40,800,000株となって

おります。

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,210,000 10,420,000
東京証券取引所

（マザーズ）

権利内容に何ら限定

のない当社の標準と

なる株式であり,

単元株式数は100株

であります。

計 5,210,000 10,420,000 － －

　（注）平成28年５月12日開催の取締役会決議により、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。これに伴い、提出日現在において発行済株式総数は5,210,000株増加し、10,420,000株となってお

ります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
　－ 5,210,000 　－ 648,292 　－ 472,036

　（注）平成28年５月12日開催の取締役会決議により、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。これに伴い、提出日現在において、発行済株式総数は5,210,000株増加し、10,420,000株となって

おります。
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（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 77,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　5,132,300 51,323 －

単元未満株式 普通株式　　　　　700 － －

発行済株式総数 5,210,000 － －

総株主の議決権 － 51,323 －

　（注）平成28年５月12日開催の取締役会決議により、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社オープンドア
東京都港区赤坂二丁目14番５号

Daiwa赤坂ビル３階
77,000 － 77,000 1.47

計 － 77,000 － 77,000 1.47

　（注）平成28年５月12日開催の取締役会決議により、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。これに伴い、提出日現在における自己名義所有株式数及び所有株式数の合計は、いずれも154,000

株となっております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、「企業内容等開示ガイドラインの

24の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は行っておりません。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,533,961 2,421,121

売掛金 313,077 354,664

有価証券 10,309 10,309

その他 50,802 55,706

貸倒引当金 △579 △636

流動資産合計 2,907,571 2,841,165

固定資産   

有形固定資産 58,727 64,013

無形固定資産 16,696 14,273

投資その他の資産   

その他 302,339 301,686

貸倒引当金 △12 △12

投資その他の資産合計 302,327 301,674

固定資産合計 377,751 379,960

資産合計 3,285,323 3,221,126

負債の部   

流動負債   

買掛金 74,763 50,309

未払法人税等 242,401 77,236

賞与引当金 - 14,499

その他 248,217 211,588

流動負債合計 565,382 353,635

固定負債   

資産除去債務 10,761 10,780

その他 2,200 2,200

固定負債合計 12,961 12,980

負債合計 578,344 366,615

純資産の部   

株主資本   

資本金 648,292 648,292

資本剰余金 478,728 478,728

利益剰余金 1,604,081 1,750,157

自己株式 △32,032 △32,032

株主資本合計 2,699,069 2,845,145

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,909 9,366

その他の包括利益累計額合計 7,909 9,366

純資産合計 2,706,978 2,854,511

負債純資産合計 3,285,323 3,221,126
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 648,019

売上原価 128,803

売上総利益 519,216

販売費及び一般管理費 292,576

営業利益 226,640

営業外収益  

為替差益 2,636

その他 0

営業外収益合計 2,636

経常利益 229,276

税金等調整前四半期純利益 229,276

法人税、住民税及び事業税 71,279

法人税等調整額 11,921

法人税等合計 83,200

四半期純利益 146,075

親会社株主に帰属する四半期純利益 146,075
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 146,075

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 1,456

その他の包括利益合計 1,456

四半期包括利益 147,532

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 147,532
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 8,174千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１.配当金支払額

該当事項はありません。

 

２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３.株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

当社グループの報告セグメントは単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 14.23円

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 146,075

普通株主に帰属しない金額（千円） -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（千円）
146,075

普通株式の期中平均株式数（株） 10,266,000

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 14.13円

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） -

普通株式増加数（株） 70,538

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

 

 

　　　　　　　　　　　　　　 -

　（注）当社は、平成28年５月12日開催の取締役会決議に基づき、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の株式

分割を行っております。当連結会計年度の期首に株式分割が行われたものと仮定して１株当たり四半期純利益金

額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

（株式分割）

　当社は、平成28年５月12日開催の取締役会の決議に基づき、平成28年７月１日付で株式分割を行っておりま

す。

 

１．株式分割の目的

　株式を分割することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、当社株式の流動性を高める

とともに、投資家層のさらなる拡大を図ることを目的としております。

 

２．株式分割の概要

(1) 分割の方法

平成28年６月30日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式１株

につき２株の割合をもって分割いたしました。

 

(2) 分割により増加する株式数

分割前の発行済株式数　　　　　　　　　　　　 5,210,000株

今回の分割により増加する株式数　　　　　　　 5,210,000株

分割後の発行済株式総数　　　　　　　　　　　10,420,000株

分割後の発行可能株式総数　　　　　　　　　　40,800,000株

 

(3) 株式分割の効力発生日

平成28年７月１日

 

(4) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響につきましては、（１株当たり情報）に記載しております。

 

(5) 新株予約権行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、効力発生日と同時に新株予約権の１株当たりの行使価額を以下のとおり調整い

たしました。

 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 150円 75円

第２回新株予約権 340円 170円
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成２８年８月１２日

 

株 式 会 社 　オ ー プ ン ド ア 

取 締 役 会 御中

   

 

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 

 指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士 遠 藤 康 彦 印

 指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公 認 会 計 士 伊 藤 裕 之 印

       

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オー

プンドアの平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２８年４

月１日から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
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監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オープンドア及び連結子会社の平成２８年６月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

 

（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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